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（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売 上 高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 622 6.5 4 － △10 － △10 －

2025年３月期第１四半期 584 △14.2 △48 － △59 － △60 －

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益

円　銭 円　銭

2026年３月期第１四半期 △1.63 －

2025年３月期第１四半期 △9.49 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 4,079 211 5.2

2025年３月期 4,179 221 5.3

（参考）自己資本 2026年３月期第１四半期 211百万円 2025年３月期 221百万円

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期 末 合 計

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

2025年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年３月期 －

2026年３月期(予想) 0.00 － 0.00 0.00

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　銭

第２四半期（累計） 1,362 17.0 △7 － △36 － △37 － △5.91

通  期 2,992 21.5 86 － 28 － 26 － 4.23

１．2026年３月期第１四半期の業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

（２）財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無　　：無

３．2026年３月期の業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無　　：無



①  期末発行済株式数(自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 6,470,100株 2025年３月期 6,470,100株

②  期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 132,600株 2025年３月期 132,600株

③  期中平均株式数(四半期累計) 2026年３月期１Ｑ 6,337,500株 2025年３月期１Ｑ 6,337,500株

※  注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用      ：有

（注）詳細は、添付資料７ページ「（３）四半期財務諸表に関する注記事項（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理

の適用）」をご覧ください。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更          ：無

②  ①以外の会計方針の変更                        ：無

③  会計上の見積りの変更                          ：無

④  修正再表示                                    ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）業績予想などの将来予測情

報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、資源価格の高止まりや政府の物価高対策の縮小によるエネルギ

ー・食料品の価格上昇を背景として、消費者の節約志向の高まりや購買力低下により個人消費が低下するおそれも

あり、先行きは依然として不透明な状態が続いております。

　当社が属する食事宅配市場は、共働き世帯の増加やライフスタイルの多様化、女性の社会進出、食料品の購入や

飲食に不便を感じる高齢者を中心とする買物弱者の増加といった社会的背景や、生活様式の変化に伴って、宅配や

冷凍食品への需要が増加しているため堅調に推移しております。

　当社が主な顧客としている生活習慣病患者は年々増加傾向にあり、また、少子高齢化が進むことにより65歳以上

の高齢者のみの世帯が増加するなど市場の成長が見込める経営環境となっております。そのため、食事宅配市場を

今後の更なる成長が見込める有望市場と捉えて、新規参入する企業が増加しており、引き続き競争の激化が進んで

おります。また、食品業界におきましては、食の安心・安全に対する消費者の関心が一層高まる中、企業の管理体

制の徹底が求められております。

　このような環境の中、当社におきましてはＭＦＤ事業において、定期購入サービスである「栄養士おまかせ定期

便」の利用者拡大及び健康食通販カタログ『ミールタイム』及び『ミールタイム ファーマ』の紹介ネットワーク

拡大を軸に推し進め、新規・定期購入顧客数の拡大に努めました。

　ＣＩＤ事業においては、国産の食材にこだわった冷凍食品である国産ハイブランド冷食『旬をすぐに』を当社の

埼玉工場で製造し、主にＷＥＢサイトを通じて販売しており、他社とのコラボレーションの実施等による製品の品

質向上に加え、小売店舗での販売等によるサービス認知度の向上及び新規顧客の獲得に努めました。

　マーケティング事業においては、健康食通販カタログ『ミールタイム』及び『ミールタイム ファーマ』の２誌

に掲載する広告枠の販売並びに健康食通販カタログ『ミールタイム』の紹介ネットワークを活用した業務受託にお

ける新規クライアントの開拓及び既存クライアントからの複数案件の獲得に努めました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は622,367千円(前年同四半期比6.5％増)、営業利益は4,567千円(前

年同四半期は営業損失48,380千円)、経常損失は10,031千円(前年同四半期は経常損失59,748千円)、四半期純損失

は10,353千円(前年同四半期は四半期純損失60,130千円)となりました。

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　ＭＦＤ事業

　当セグメントにおきましては、季節ごとの商品入れ替えや、紹介ネットワークの管理栄養士・栄養士に向けた

「ミールタイム栄養士スキルアップセミナー」の実施等により、認知度の向上及び新規顧客の獲得に努めまし

た。

　また、医療機関への営業活動を本社・大阪支社・神奈川支社の３拠点体制で実施し、紹介ネットワークの拡大

と深耕を通じて新規顧客の獲得に努めるとともに、当社の管理栄養士・栄養士が顧客の疾病、制限数値、嗜好に

合わせて食事を選び定期購入できるサービス「栄養士おまかせ定期便」への積極的な移行を中心として販売に注

力しました。

　定期購入顧客数が前年同四半期比で減少しているものの、価格改定を行ったことと、価格改定による注文件数

の変動がなかったこと等の要因で、前年同四半期比で収益が改善しました。

　この結果、ＭＦＤ事業における売上高は503,168千円(前年同四半期比4.4％増)、セグメント利益(営業利益)は

87,470千円(同39.3％増)となりました。

②　ＣＩＤ事業

　当セグメントにおきましては、高品質・高価格の製品ラインナップを充実させるとともに、販路の拡大を目的

として一部小売店舗での販売により、新規顧客の獲得及び販売数の拡大に努めました。また、セグメント間取引

として、ＭＦＤ事業におけるミールタイム商品の一部を製造し、販売数の拡大に努めました。

　依然として損益分岐点に達していないものの、小売店向けの卸売上が増加したことと、セグメント間取引量が

増加したことにより、前年同四半期比で収益が改善しました。

　この結果、ＣＩＤ事業における売上高(セグメント間の内部売上高を含む)は57,327千円(前年同四半期比

80.9％増)、セグメント損失(営業損失)は68,598千円(前年同四半期は営業損失79,963千円)となりました。
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③　マーケティング事業

　当セグメントにおきましては、健康食通販カタログ『ミールタイム』及び『ミールタイム　ファーマ』の２誌

による広告枠の販売、また、紹介ネットワークを活用した業務受託において複数の案件を獲得しました。

　この結果、マーケティング事業における売上高は88,262千円(前年同四半期比14.5％増)、セグメント利益(営

業利益)は63,898千円(同32.7％増)となりました。

（２）財政状態に関する説明

①　総資産

　当第１四半期会計期間末における総資産は前事業年度末より100,013千円減少し、4,079,974千円となりまし

た。これは主に、投資その他の資産の増加99,181千円、商品及び製品の増加31,258千円、仕掛品の増加6,249千

円があった一方、現金及び預金の減少149,400千円、減価償却累計額の増加58,768千円、売掛金の減少21,120千

円、その他の流動資産の減少5,102千円によるものであります。

②　負債

　当第１四半期会計期間末における負債は前事業年度末より89,659千円減少し、3,868,332千円となりました。

これは主に、買掛金の増加4,963千円があった一方、未払金の減少18,865千円、賞与引当金の減少7,026千円、長

期借入金の減少67,590千円によるものであります。

③　純資産

　当第１四半期会計期間末における純資産は前事業年度末より10,353千円減少し、211,641千円となりました。

これは、四半期純損失の計上による利益剰余金の減少10,353千円によるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2026年３月期の業績予想につきましては、当第１四半期累計期間の業績及び今後の見通しを検討した結果、現時

点においては2025年４月30日付「2025年３月期決算短信」にて発表いたしました業績予想からの変更はありませ

ん。

（４）継続企業の前提に関する重要事象等

　当社は、ＣＩＤ事業の損益分岐点売上高の未達及び将来の販売見通しに基づいた事業年度末時点での販売不能見

込みを製品評価損として織り込んだことにより、前事業年度以前に多額の営業損失及び経常損失を計上しておりま

した。

　その結果、前事業年度においても、長期借入金に係る財務制限条項の一部に抵触しており、当該財務制限条項に

該当した場合には期限の利益を喪失することとなります。

　このため、当社は、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社は、当該状況を解消すべく、取引金融機関と定期的に意見交換を行うことで良好な関係を構築しておりま

す。また、2023年３月期において埼玉工場の土地及び建物に対して同金融機関を第一順位とする根抵当権を設定し

ており、同金融機関との協議を通じて上記の期限の利益の喪失に係る権利行使をしないことについての同意を得て

おります。

　さらに、これらの対応策に加えて、当第１四半期会計期間末から12ヶ月間の資金繰りについても検討いたしまし

た。ＭＦＤ事業及びＣＩＤ事業の販売数量について、保守的な仮定を採用した場合の売上予測を基礎として作成し

た資金繰り計画を考慮した結果、当第１四半期会計期間末の翌日から12ヶ月間の資金繰りに関して重要な懸念はな

いと判断しております。

　したがって、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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（単位：千円）

前事業年度
(2025年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 758,883 609,482

売掛金 166,696 145,576

商品及び製品 167,950 199,208

仕掛品 643 6,892

原材料及び貯蔵品 15,531 13,446

その他 45,941 40,838

貸倒引当金 △95 △82

流動資産合計 1,155,551 1,015,363

固定資産

有形固定資産

建物 2,538,030 2,538,030

減価償却累計額 △690,257 △724,164

建物（純額） 1,847,773 1,813,865

構築物 528,839 528,839

減価償却累計額 △208,489 △218,913

構築物（純額） 320,350 309,925

機械装置及び運搬具 965,330 965,570

減価償却累計額 △675,776 △690,314

機械装置及び運搬具（純額） 289,553 275,256

工具、器具及び備品 87,387 87,066

減価償却累計額 △84,849 △84,748

工具、器具及び備品（純額） 2,538 2,318

土地 516,725 516,725

有形固定資産合計 2,976,941 2,918,092

無形固定資産 2,038 1,881

投資その他の資産 45,456 144,638

固定資産合計 3,024,436 3,064,611

資産合計 4,179,988 4,079,974

２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表
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（単位：千円）

前事業年度
(2025年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 90,109 95,072

１年内返済予定の長期借入金 270,360 270,360

未払金 57,076 38,211

未払法人税等 1,290 1,007

賞与引当金 14,053 7,026

災害損失引当金 25,472 25,472

株主優待引当金 13,546 12,561

その他 35,152 35,278

流動負債合計 507,061 484,991

固定負債

長期借入金 3,445,430 3,377,840

資産除去債務 5,501 5,501

固定負債合計 3,450,931 3,383,341

負債合計 3,957,992 3,868,332

純資産の部

株主資本

資本金 280,708 280,708

資本剰余金 230,708 230,708

利益剰余金 △193,121 △203,475

自己株式 △96,299 △96,299

株主資本合計 221,995 211,641

純資産合計 221,995 211,641

負債純資産合計 4,179,988 4,079,974
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（単位：千円）

 前第１四半期累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

 当第１四半期累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 584,127 622,367

売上原価 335,360 325,952

売上総利益 248,766 296,415

販売費及び一般管理費 297,147 291,847

営業利益又は営業損失（△） △48,380 4,567

営業外収益

受取手数料 153 153

雑収入 211 192

営業外収益合計 364 345

営業外費用

支払利息 11,732 14,944

営業外費用合計 11,732 14,944

経常損失（△） △59,748 △10,031

特別損失

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0

税引前四半期純損失（△） △59,748 △10,031

法人税等 382 322

四半期純損失（△） △60,130 △10,353

（２）四半期損益計算書
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四半期純利益又は

税引前四半期純損失に法定実効税率を乗じた金額に、繰延税金資産の回収可能性を考慮して計算しております。
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前事業年度
（2025年３月31日）

当第１四半期会計期間
（2025年６月30日）

建物 1,846,317千円 1,812,494千円

土地 516,725 〃 516,725 〃

計 2,363,042千円 2,329,219千円

前事業年度
（2025年３月31日）

当第１四半期会計期間
（2025年６月30日）

１年内返済予定の長期借入金 270,360千円 270,360千円

長期借入金 3,445,430 〃 3,377,840 〃

計 3,715,790千円 3,648,200千円

（四半期貸借対照表に関する注記）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

担保付債務は、次のとおりであります。

※２　財務制限条項

前事業年度（2025年３月31日）

　当事業年度末における長期借入金には、純資産の部の金額、営業損益及び経常損益等に係る財務制限条項が付さ

れております。これに抵触した場合、当該借入金について期限の利益を喪失する可能性があります。

　当社は、ＣＩＤ事業の損益分岐点売上高の未達及び将来の販売見通しに基づいた事業年度末時点での販売不能見

込みを製品評価損として織り込んだことにより、前事業年度以前に多額の営業損失及び経常損失を計上しておりま

した。

　その結果、当事業年度末においても、長期借入金に係る財務制限条項の一部に抵触しており、当該財務制限条項

に該当した場合には期限の利益を喪失することとなります。

　当社は、当該状況を解消すべく、取引金融機関と定期的に意見交換を行うことで良好な関係を構築しておりま

す。また、2023年3月期において埼玉工場の土地及び建物に対して同金融機関を第一順位とする根抵当権を設定し

ており、同金融機関との協議を通じて上記の期限の利益の喪失に係る権利行使をしないことについての同意を得て

おります。

財務制限条項は以下のとおりであります。

①　2021年３月に終了する決算期以降の各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金

額を、2018年３月期の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の合計金額の75％以上に維持すること。

②　2021年３月に終了する決算期以降の各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続

して損失とならないようにすること。

③　2021年３月に終了する決算期以降の各年度決算期における営業損益及び減価償却費の合計金額が250,000千円

を下回らないこと。

④　2021年３月を初回とし、以降毎年３月、６月、９月及び12月末時点（以下、総称して「基準日」という。）に

おいて、以下の計算式で算出された数値が0.2未満となった場合、最新の四半期報告書又はそれに準ずる資料

が開示された翌月末までに、工場土地及びその上に建設された建物に対し貸主を第一順位とする根抵当権設定

の設定登記を完了させるために必要な所定の手続きを実施すること。

（計算式）

基準日の属する四半期の直前の四半期における単体の損益計算書に示される経常損益÷基準日の属する四半

期の直前の四半期において返済した借入金元本及び利息の合計
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当第１四半期会計期間（2025年６月30日）

　当第１四半期会計期間末における長期借入金には、純資産の部の金額、営業損益及び経常損益等に係る財務制限

条項が付されております。これに抵触した場合、当該借入金について期限の利益を喪失する可能性があります。

　当社は、ＣＩＤ事業の損益分岐点売上高の未達及び将来の販売見通しに基づいた前事業年度末時点での販売不能

見込みを製品評価損として織り込んだことにより、前事業年度以前に多額の営業損失及び経常損失を計上いたしま

した。

　その結果、前事業年度末においても、長期借入金に係る財務制限条項の一部に抵触しており、当該財務制限条項

に該当した場合には期限の利益を喪失することとなります。

　当社は、当該状況を解消すべく、取引金融機関と定期的に意見交換を行うことで良好な関係を構築しておりま

す。また、2023年３月期において埼玉工場の土地及び建物に対して同金融機関を第一順位とする根抵当権を設定し

ており、同金融機関との協議を通じて上記の期限の利益の喪失に係る権利行使をしないことについての同意を得て

おります。

財務制限条項は以下のとおりであります。

①　2021年３月に終了する決算期以降の各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金

額を、2018年３月期の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の合計金額の75％以上に維持すること。

②　2021年３月に終了する決算期以降の各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続

して損失とならないようにすること。

③　2021年３月に終了する決算期以降の各年度決算期における営業損益及び減価償却費の合計金額が250,000千円

を下回らないこと。

④　2021年３月を初回とし、以降毎年３月、６月、９月及び12月末時点（以下、総称して「基準日」という。）に

おいて、以下の計算式で算出された数値が0.2未満となった場合、最新の四半期報告書又はそれに準ずる資料

が開示された翌月末までに、工場土地及びその上に建設された建物に対し貸主を第一順位とする根抵当権設定

の設定登記を完了させるために必要な所定の手続きを実施すること。

（計算式）

基準日の属する四半期の直前の四半期における単体の損益計算書に示される経常損益÷基準日の属する四半

期の直前の四半期において返済した借入金元本及び利息の合計

前第１四半期累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

減価償却費 60,244千円 59,246千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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（単位：千円）

報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期
損益計算書

計上額
（注）２

ＭＦＤ ＣＩＤ
マーケ
ティング

計

売上高

外部顧客への売上高 481,986 25,054 77,085 584,127 584,127 - 584,127

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- 6,632 - 6,632 6,632 △6,632 -

計 481,986 31,687 77,085 590,759 590,759 △6,632 584,127

セグメント利益又は損失

（△）
62,771 △79,963 48,134 30,942 30,942 △79,323 △48,380

（単位：千円）

報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期
損益計算書

計上額
（注）２

ＭＦＤ ＣＩＤ
マーケ

ティング
計

売上高

外部顧客への売上高 503,168 30,935 88,262 622,367 622,367 - 622,367

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- 26,391 - 26,391 26,391 △26,391 -

計 503,168 57,327 88,262 648,758 648,758 △26,391 622,367

セグメント利益又は損失

（△）
87,470 △68,598 63,898 82,770 82,770 △78,202 4,567

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額はセグメント間取引消去△6,632千円であります。

セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいて算定した合理的な内部振替価格によってお

ります。

セグメント利益又は損失の調整額は全社費用△79,323千円であります。全社費用は主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2025年４月１日　至　2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額はセグメント間取引消去△26,391千円であります。

セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいて算定した合理的な内部振替価格によってお

ります。

セグメント利益又は損失の調整額は全社費用△78,202千円であります。全社費用は主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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